
世界中の人々が安心して生水を飲めるようにしたい

POLY-GLU SOCIAL BUSINESS CO.,LTD

日本ポリグル株式会社 代表取締役会長 小田 兼利

POLY-GLU事業の経緯

水に関係する事業・途上国での飲料水供給、この事業に伴う貧困層での雇用の創出

2012年からはソマリア難民への飲料水供給にも取り組んでいます。2012年からはソマリア難民への飲料水供給にも取り組んでいます。

最近では、水中の放射性物質除去、流出原油回収技術なども話題にされています。

理念や目標は大きく、メディアでの登場も度々です。

社会からの応援も大きいのですが、大阪の小さい企業が果たすには余りにも道程は遠く、

志を共有出来る企業、起業家との協働が必要と感じているところです。

“一人の情熱が周りを動かし社会をも変える”
私達は浪速の超弩根性で粘り切って、

大きな大きな夢の実現に今日も挑んでいます大きな大きな夢の実現に今日も挑んでいます。

日本ポリグル株式会社・POLY-GLU SOCIAL BUSINESS株式会社・

ポリグルインターナショナル株式会社・ポリグルインディア・ポリグルバングラディシュが

地域と職掌を分担しています。他に国内外に代理店が有ります。

POLY-GLU SOCIALU BUSINESSは本邦初の公益事業専門株式会社と云われています。

創業者の小田兼利は自動制御が専門の研究者です。

自動制御の基本作動原理「非線形制御理論」は小田が発表した理論です。

マンションのドア や金庫等に広く使われている「符号式ドア ロック」マンションのドアーや金庫等に広く使われている「符号式ドアーロック」、

お菓子、ティシュペーパー等の包装物で利用されている「光電マーク」など

生活に役立つ発明もしています。いずれも世界中で使われている技術です。

符号式のドアーロック 光電マーク

技術開発

1995年、浄水技術は小田が阪神大震災に

遭遇した事から研究を始めました。

水の大切さを思い知らされたのです水の大切さを思い知らされたのです。

PGα21Ca添加

原水 処理中 処理後

8年かけ
ポリグルタミン酸を応用した
浄水技術を開発しました。
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PGα21Ca 凝集原理①

水中に浮遊
する汚れ粒子

PGa21Ca

凝集物凝集物
軽い・小さい軽い・小さい

5

天然鉱物

コロイド粒子
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PGα21Ca 凝集原理②

水中に浮遊

する汚れ粒
子

PGa21Ca

第1段階 凝集2段階

凝集物凝集物
硬い・大きく硬い・大きく

6 Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..

日本ポリグル設立

TV等で有名な池を一日で透明にしたことが報道され騒がれました。

国内の池、河川、湖沼での環境事業、特に汚さで「大阪の恥」道頓堀で使って

貰えると確信して2004年 日本ポリグル社を設立しました貰えると確信して2004年 日本ポリグル社を設立しました。

その後もTVや新聞は報道を続けました。

施工前

施工後

公共事業では既存の業者に配慮して、画期的な技術は無視されるのです。

不忍の池の浄化コンテストでは８社の中に参加さえも断られました。

既に6年が過ぎてもこの池は汚いのです。既に6年が過ぎても の池は汚いのです。

東京都は幾らの予算を無駄にしたのでしょうか？

他の業者には許可しながら、

日比谷公園心字池は当社に公開実験さえ断ります。

公開実験を検分して下さったのは、橋下大阪知事、

それに経済産業省の幹部が初めてでした。

橋下知事には

「公共はこうした技術を卒先して

採 世界 広めねばならな採用し、世界へ広めねばならない」と

コメントして頂きました。

2004年スマトラ沖地震津波災害が起きました。

救援要請をタイ政府から受け、

救援チームを派遣しました。
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第4回世界水フォーラム

メキシコ世界水フォーラムに参加し、

広い会場内でPOLY-GLUは世界各国の広 会場内 世界各国

皆様からたくさんの支持を頂きました。

地元原住民からは、浄水設備建設の依頼を

受けました。

タイ政府の要請によりスマトラ沖地震の救援活動

①撹拌 ②沈殿 ③ろ過 ④できあがり

技術指導 水質浄化プラント建設
Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭでの救援活動

バングラディシュでのサイクロン“シドル”災害救援に赴く。

現地は悲惨なものでした。

こうした救援活動から、
我々の技術は途上国でこそ
生かされると確信しました。
日本政府の助成を得て
一気にバングラディシュでの事業は
進みました。

試行錯誤を繰り返しながら、ビジネスモデルを模索

設置した装置が盗難

子どもたちへ啓蒙活動 Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..

水商人のビジネスモデル
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経済産業省の公募案件に採択

平成21年度社会課題解決型の官民連携プログラム（Ｆ／Ｓ調査）採択

平成23年度貿易投資円滑化支援事業採択

バングラデシュでの事業は大きく飛躍を始める。

浄化装置の実証実験
有識者へセミナーの開催現地調査

ＢＯＰビジネスの基本コンセプト

世界から貧困を無くす最初のステップ世界から貧困を無くす最初のステップ
Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..

バングラデシュでのビジネスモデル

モデル①ポリグルレディ
→浄化剤の販売

モデル② ポリグルボーイ
→浄化装置の運用
浄化水 販売

→浄化剤の販売
→浄化水の販売・集金
→啓蒙活動

水問題の解決・現地雇用の拡大水問題の解決・現地雇用の拡大
Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..

→浄化水の販売

ポリグルレディとは

ポリグルレディとは、各家庭を訪問し浄化剤を販売する女性組織

役割①村落の家庭を訪問しながら浄化の実演を行い、浄化剤を販売する

役割②水の衛生指導を行なう役割②水の衛生指導を行なう

役割③定期的に訪問し、継続的な販売・体調などの変化調査する

役割④小分け作業を行う

Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..
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ポリグルボーイとは

ポリグルボーイは浄化装置を運用し、

浄化水の販売・配達を行なう組織

Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..

販売方法と販売先
運搬手段水浄化 販売先

各家庭

自転車

荷台

薬局

レストラン

浄化装置

自転車

船

Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..

クリーンダッカ大作戦

在バングラデシュ篠塚日本大使
JICA戸田所長 ダッカ大学学長

集合写真
JICA戸田所長 ダッカ大学学長

バングラデシュの首都ダッカをきれいな街、きれ
いな水辺を作る運動を開始。当社は、国際ボラン
ティア学生協会の学生100名・ダッカ大学の学生
100名と協力して、相互理解を深める事業を展開。

Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..

ソマリアでの飲料水供給設備

2011年から国際機関IOMと協働して、紛争中のソマリアでの浄水装置の

建設を21年ぶりの日本政府援助事業として始めました。

受注後、僅か70日で一日３０㌧の給水設備を６ヶ所設けました。受注後、僅か70日で 日３０㌧の給水設備を６ヶ所設けました。

日本の中小企業の仕事の「素早さ」「手順の見事さ」は現地暫定政府や住民、

国連関係者を驚かせました。

私たちは、そこが危険だと云われても呼ばれれば何処にでも行きます。

“世界が手を拱いている紛争地に日の丸を掲げる”
痛快ではありませんか。
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最近では、世界で評価されて国内でも、

産業排水処理、湖沼、河川浄化などの需要も始まりました。

福島原発汚染水除去では世界のメディアも報道しました福島原発汚染水除去では世界のメディアも報道しました。

さらに、原油流出事故対策にも取り組んでいます。

カナダ 油田からの汚染水除去作業NHKTV

7月3日世界防災閣僚会議

メディアでの登場もさらに増え、講演の依頼も多くなりました。

今では、社会に対する重い責任を感じています。

途上国から貧困を無くす事業と 我が国経済の復活は同時に可能です途上国から貧困を無くす事業と、我が国経済の復活は同時に可能です。

このことを、実戦で得た経験を基に何時も訴えています。

------------ TV報道、新聞、雑誌 ------------
ガイアの夜明け、NHKワールド、おはよう日本、ワールドビジネスサテライト、ウェイクアッププラス、スーパーモーニング、

スイス国営TV、The Japan Economic Review 、NewsletterVol、経済産業ジャーナル、国際協力ガイド、エコノミスト、 BIGTOMORROW、

BOPビジネスフロンティア、帝国書院 世界の諸地域now2012、はばたく日本力、学研、中学地理、社会科資料、

読売新聞,日本経済新聞、産経新聞、毎日新聞、日刊工業新聞、ジャカルタ新聞、HighlightingJAPAN、

japan spotlight、 JMA Management Review、外交青書、日経トップリーダー、アエラ、潮、 SAPIO、ビーパル、その他多数

------------ 大学・高校・その他団体 ------------
外務省、 中小企業庁、内閣府、近畿経済産業局、JICA,、JETRO、FASID、民間活力開発機構、早稲田大学、東京理科大学、慶應大学、

京都大学、立命館大学、多摩大学、大阪大学、上智大学、名古屋外国語大学、北海学園大学、宇都宮大学、一橋大学、明治大学、東京学
芸大学、京都産業大学、徳島大学、小樽商科大学、香川大学、大阪商業大学、熊本県立河浦高等学校、三田高校、

倉吉西高校、東京千早高校、長野カトリック保育大会、石川県鉄工機電協会、大阪商工会議所、大阪青年会議所、

沖縄アジアユース人材育成プログラム、大阪能率協会、日本能率協会、西三河工業用水水道協議会、TED、See-D、

葦クラブ、理念と経営、デンソー、資生堂、大成建設、パシフィックコンサルタンツ、その他多数

私達、中小企業は常に背水の陣で戦っています。

経営者には言い訳も 逃げ場も有りません経営者には言い訳も、逃げ場も有りません。

だからこそ、

一つ一つの仕事が大切で、真剣に取組むのです。

この日本の親方根性が、貧困社会から起業家を育て

再び日本経済も復活させれると信じます。
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世界各地で活動

インドネシア 飲料水供給装置設置活動メキシコ 飲料水供給装置設置活動

インド 技術指導カメルーン 技術指導 Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..

バングラデシュでの事業のきっかけは、
サイクロンの被災地への救援活動

仮設住宅

Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..

犠牲者のお墓

水質浄化装置を設置

ポリグルボーイ浄化設備

①

④

⑤

① 凝集反応槽（1000liter） ② ラインポンプ

③ 浄化水貯水槽（330liter） ④ UV殺菌装置

⑤ ろ過フィルター

②

⑤

□概略

－処理能力：1000liter／時

－原水の取水方法：発電機を用いてポンプを稼動させて取水する。

－凝集処理方法：PGα21Caを添加し、手動（ハンドル）で攪拌を行なう。

－浄化水採取用蛇口：４

経済産業省 平成２２年度貿易投資円滑化支援事業 採択案件

③

Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..

水質検査

バングラデシュのバングラデシュの公的検査機関で公的検査機関で

ペットボトルを販売する水質基準をクリアペットボトルを販売する水質基準をクリア

ＢＳＴＩ

バングラデシュ標準検査機関

ＩＣＤＤＲ－Ｂ

バングラデシュ

下痢コレラ研究所

ＢＵＥＴ

バングラデシュ工科大学

Copyright 2012© All rights reserved, Nippon Poly-Glu Co.,Ltd..
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新事業

私達は、

が を

国際機関であるIOM(国際移住機関)と共同で

難民キャンプへの支援も始めました。

世界が手をこまねいている

紛争地域の住民を救いたい！

ソマリアでの活動

概要

• 本プロジェクトは、ＪＩＣＡの資金援助により、
国際機関である国際移住機構（ＩＯＭ）がソマ国際機関である国際移住機構（ＩＯＭ）がソマ
リア国内難民へ、ポリグルの浄化技術を利用
した、飲料水供給プロジェクトを行っているも
のである。

地理

• ソマリア共和国

暫定政権首都– 暫定政権首都

• モガデシュ

ソマリア難民の現状

•
キャンプでは、河川の水を利用する
以外に飲料水を調達する手段が無い。以外に飲料水を調達する手段が無い。
また、その水を飲用することで、下
痢・コレラ・赤痢等が蔓延している。

ソマリアの内戦を逃れ、モガデシュに
逃げ延びた、国内難民キャンプ。

５０００人を超える人々が、各キャンプ
での生活を強いられている。
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ジブチでのソマリアＮＧＯ等への
国際会議及びトレーニング

•

健康／保健について話す
専門家 Ms. Esther Lowe

現地の状況を説明する
ＮＧＯ 幹部

ソマリアへの入国には、多くの規制があるため、隣国であるジブチ共和国へ、

ソマリア及びジブチの政府関係者とＮＧＯ関係者を集め、国際会議を開催した。

浄水技術の体験・実地指導 浄水技術を解説する
日本ポリグル 市橋常務

現地でのＮＧＯ幹部への研修

•

モガデシュでは、研修を受けたＮＧＯ幹部が、現
地のＮＧＯへ、飲料水供給の方法を教えた。

ソマリア内で技術研修を終えた人々は、100名
を越え、大きな広がりを見せている。

研修キット

• 現地のＮＧＯは、水質の確認から殺菌処理までを網羅した知
識の研修を終えて、簡易な浄水技術を普及しようとしている。

検査試薬と塩素殺菌剤
原水 処理水

無害な凝集剤

飲料水供給設備の建設

•
①装置の設置場所を選定 ③ 装置完成

全て手作り。想像
力と工夫を重ねて
施設は完成した。

②装置建設

工事期間は約5日
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飲料水供給装置の概要

凝集攪拌タンク

I. 川から水をポンプで汲み上げ

II 凝集剤PGa21Caを加え攪拌します

砂ろ過タンク

I. 内部は十分洗浄された砂で満たさ
れており、凝集攪拌タンクから送られ II. 凝集剤PGa21Caを加え攪拌します。

III. 汚れが沈殿するのを待ちます。

れており、凝集攪拌タンクから送られ
た水をろ過します。

8箇所の難民キャンプで飲料水の提供に利用さ
れています。

殺菌・貯水タンク

I. ろ過タンクからの水に塩素を加え殺菌

II. 飲料水として蛇口から提供されます。

Photo in Mogadishu, Somalia. Mar, 2012 
2012年ソマリア・モガデシュにて撮影

完成した設備

•

誰が言ったのでもなく、ＪＩＣＡ
のロゴが、全施設には掲げ
られている。彼らの感謝の気
持ちがここに現れている。

ＪＩＣＡは、真剣に支援を行っている。

その証が、一つ一つ手書きされたロゴに表されている。

JICAの文字が輝いて見えます

設備を使う難民キャンプの人々

•

苦しい生活を強いられている難民達が、日本の
津波災害を心配してくれました。

現地からのメッセージ

•
日本では、未曽有の災
害で、とても大変な時だ
と聞いている。そのような
状況の中で、私たちソマ
リア人の為に努力してく
れていることに心から感
謝する。

ここにも、多くの日本ファンが出来ました。ポリグルは叫びたい、人生に「絶望」の文
字はない、きっと明るい未来がある。「負けるな、モガデシュの人々！！」
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• ソマリアでは、未だに争いが続いている。

• 市民は安全な場所を求めて避難し続けている。生活市民は安全な場所を求めて避難し続けている。生活
の場所の、劣悪な衛生環境は、下痢を初めコレラ･赤
痢等の病気を誘発する。世界中には同じ環境下に置
かれている人々が沢山いる。生きる権利は全ての人
間が平等に持つものである。

• 1秒の遅れが、何千人もの命を奪う、水問題。

ＪＩＣＡの支援したソマリアでの活動は 世界中へ広げ• ＪＩＣＡの支援したソマリアでの活動は、世界中へ広げ
て行かなければならない。

• 「世界中の人々が、安心して生水を飲めるように。」こ
のポリグルの理念へ向かって本格的に臨む。

ポリグルの活動

•
世界には、安全な水を利

用できない人々がいます。

現地に赴き、地域にあっ
た方法で水質改善に取り

主な活動先

た方法で水質改善に取り
組んでいます。

時には、若者と共に現地
の問題解決を図ることもあ
ります。

ＢＯＰ層の雇用促進を目
的とした、水事業も行って
います。

カメルーン共和国 バングラデシュ人民共和国 タイ王国 メキシコ合衆国

私たちの技術が大規模災害に活躍する日も近い！！

それには、皆様の知見・ご協力が必要です。

ご参考までに 新しい提案を致しますご参考までに、新しい提案を致します。

机上の空論か現実味のある画期的な大発明か

は皆様のご判断にお任せします。

私たちは、十分実現性があることだと思ってお

りますります

原油流出事故

•
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海上からの原油回収技術

日本人の律義・倫理観で世界の課題

（貧困問題、紛争）解決と

日本の経済復活を成し遂げよう！！日本の経済復活を成し遂げよう！！
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53 54

ここまで進めば、大企業が得意な

大規模上下水道事業へと発展するだろう！

産・官・学 オールジャパンで

相手国にMede in Japanの信頼を得よう！

御清聴ありがとうござ ま た御清聴ありがとうございました。
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２.５  当日写真 

 

開会挨拶 独立行政法人国際協力機構青年海外協力隊事務局 熊谷次長 

 
 

調査報告 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 小柴研究員 
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事例報告 サラヤ株式会社 更家代表取締役社長 

 

事例報告 日本ポリグル株式会社 小田代表取締役会長 

 

パネルディスカッション 
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モデレータ 独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所 佐藤研究企画部長 

 
パネリスト soket 日本事務所 渡邉事務局長 
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３．日本企業による途上国における社会貢献事業の実態（課題・実施意向、青

年海外協力隊隊員との連携に向けた課題・可能性等）（アンケート調査結

果より）29

 

 

３.１  調査結果概要 

３.１.１  社会貢献事業の実施状況について 

■ 社会貢献事業の実施有無（実績）： 67.4％の企業が「社会貢献事業に取り組んでいる」。 

【開発途上国における社会貢献事業 実施企業】 

■ 社会貢献事業の開始年：「2000 年～2009 年」が 51.6％。 

■ 社会貢献事業の実施地域：「アジア」が 96.8％。 

■ 社会貢献事業の取組分野（開発課題）：「教育」が 71.0％、「環境保全・保護」が 67.7％。 

■ 社会貢献事業実施のために連携する外部組織：「現地政府」が 41.9％。「JICA」、「国

際協力 NGO（日本）」が 35.5％。 

■ 社会貢献事業の実施に向けた課題：「多様なステイクホルダーとのパートナーシップ

構築」が 58.1％。 

■ 人材の確保・育成により解決可能な社会貢献事業の実施に向けた課題：「現地で活動

する管理職人材（現地人）の確保・育成」が 25.8％、「現地 BPO 層・関係者への事業

内容に関する普及啓発・広報」、「現地で活動する管理職人材（日本人）の確保・育

成」が 22.6％。 

■ 課題解決のために期待する公的支援：「外部組織との連携促進支援」が 83.9％。 

■ 連携を期待する外部組織：「現地政府」が 57.7％、「JICA」が 50.0％。 

■ 今後、社会貢献事業を実施したい地域：「アジア」が 74.2％、「アフリカ」が 41.9％。 

【開発途上国における社会貢献事業 未実施企業】 

■ 社会貢献事業の今後の実施意向：20.0％は「社会貢献事業の実施意向がある」。 

■ 今後、社会貢献事業を実施したい地域：「アジア」、「アフリカ」が 66.7％。 

■ 社会貢献事業の実施に向けた課題：「現地で活動する管理職人材（現地人）の確保・

育成」、「現地で活動する現場スタッフ（現地人）の確保・育成」、「資金調達」が 66.7％。 

                                                        
29 報告書本編内の「８．日本企業による BOP ビジネスの実態（課題・実施意向、青年海外協力隊隊員と

の連携に向けた課題・可能性等）（アンケート調査結果より）」と同じアンケート調査として実施。 
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■ 社会貢献事業に期待する効果：「開発課題の改善」が 100％、「将来的なビジネス展開

のための顧客との関係性づくり」が 66.7％。 

 

３.２  集計結果 

３.２.１  社会貢献事業の実施状況について 

A.社会貢献事業の実施有無（実績） 

・ 社会貢献事業の実施状況について聞いたところ、67.4％の企業が「社会貢献事業に

取り組んでいる」と回答している。 

図表 82 社会貢献事業の実施有無（実績）の内訳（N=46） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会貢献事

業に取り組

んでいる

67.4%

社会貢献事

業に取り組

んでいない

32.6%

無回答

0.0%
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【開発途上国における社会貢献事業 実施企業】 

B.社会貢献事業の開始年 

・ 社会貢献事業に取り組んでいると回答した企業に、社会貢献事業の開始年について

聞いたところ、「2000 年～2009 年」という回答が最も多く、51.6％となっている。

次いで、「1979年以前」、「1990年～1999年」という回答が 12.9％となっている。 

図表 83 社会貢献事業の開始年の内訳（N=31） 

 

C.社会貢献事業の実施地域 

・ 社会貢献事業を実施している地域については、「アジア」が 96.8％と最も多くなっ

ている。次いで、「アフリカ」が 41.9％、「中南米」が 32.3％となっている。 

図表 84 社会貢献事業の実施地域の内訳（N=31；複数回答） 

 

1979年

以前
12.9%

1980年～

1989年
6.5%

1990年～

1999年
12.9%

2000年～

2009年
51.6%

2010年

以降
6.5%

無回答

9.7%

96.8 

41.9 

32.3 

19.4 

16.1 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

アジア

アフリカ

中南米

オセアニア

旧ソ連・東欧

無回答

(%)
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D.社会貢献事業の取組分野（開発課題） 

・ 社会貢献事業の取組分野（開発課題）については、「教育」が 71.0％、「環境保全・

保護」が 67.7％と最も多くなっている。 

・ その他として、「交通」、「エネルギー」、「インフラ」、「フェアトレード」、「食糧」、

「スポーツ振興」、「生物多様性」があげられた。 

図表 85 社会貢献事業の取組分野（開発課題）の内訳（N=31；複数回答） 

 

71.0 

67.7 

29.0 

29.0 

19.4 

19.4 

12.9 

9.7 

3.2 

22.6 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

教育

環境保全・保護

保健・医療

災害復興

ジェンダー・女性

農村・漁村開発

職業訓練

平和構築

中小企業振興

その他

無回答

(%)
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E.社会貢献事業実施のために連携する外部組織 

・ 社会貢献事業実施のために連携している外部組織としては、「現地政府」が 41.9％

と最も多く、「JICA」、「国際協力 NGO（日本）」が 35.5％と続いている。 

・ その他として、「現地商工会」、「日本人会」、「現地教育機関」、「フェアトレード生

産者団体」があげられた。 

図表 86 社会貢献事業実施のために連携する外部組織の内訳（N=31；複数回答） 

 

 

41.9 

35.5 

35.5 

32.3 

25.8 

22.6 

22.6 

16.1 

12.9 

12.9 

6.5 

3.2 

19.4 

6.5 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

現地政府

JICA

国際協力NGO（日本）

現地NGO

国連機関

現地企業

国際協力NGO（海外）

日本政府機関（JICA除く）

青年海外協力隊員

他の日本企業

その他国際機関

その他二国間援助機関

その他

特になし

無回答

(%)
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F.社会貢献事業による開発課題改善への貢献度 

・ 社会貢献事業による開発課題改善への貢献度については、「貢献している」と感じ

ている企業が 80.6％と最も多く、「非常に貢献している」が 16.1％と続いている。 

図表 87 社会貢献事業による開発課題改善への貢献度の内訳（N=31） 

 

非常に貢献

している
16.1%

貢献

している
80.6%

あまり貢献

していない
3.2%

貢献して

いない
0.0%

特に意識

していない
0.0%

無回答

0.0%



 273 

G.社会貢献事業の実施に向けた課題 

・ 社会貢献事業の実施に向けた課題については、「多様なステイクホルダーとのパー

トナーシップ構築」が 58.1％と最も多くなっている。 

・ 次いで、「現地 BOP 層・関係者への事業内容に関する普及啓発・広報」、「現地で活

動する現場スタッフ（現地人）の確保・育成」、「現地の開発課題に対する理解」、「現

地の文化的背景に対する理解」が 35.5％となっている。 

・ その他として、「日本側の人材」、「現地法人の理解」、「国連との協業におけるプロ

トコルの煩雑さ」があげられた。 

図表 88 社会貢献事業の実施に向けた課題の内訳（N=31；複数回答） 

 
 

  

58.1 

35.5 

35.5 

35.5 

35.5 

32.3 

29.0 

22.6 

19.4 

16.1 

16.1 

16.1 

16.1 

12.9 

12.9 

9.7 

9.7 

9.7 

9.7 

6.5 

16.1 

16.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

多様なステイクホルダーとのパートナーシップ構築

現地BOP層・関係者への事業内容に関する普及啓発・広報

現地で活動する現場スタッフ（現地人）の確保・育成

現地の開発課題に対する理解

現地の文化的背景に対する理解

現地で活動する管理職人材（現地人）の確保・育成

現地で活動する管理職人材（日本人）の確保・育成

現地で活動する現場スタッフ（日本人）の確保・育成

資金調達

現地で活動する現場スタッフ（日本人）の人件費

現地市場調査の実施にかかるコスト

現地市場調査の実施に関するノウハウ

資機材の調達先の確保

現地で活動する管理職人材（日本人）の人件費

現地で活動する現場スタッフ（現地人）の人件費

原材料調達コスト

現地で活動する管理職人材（現地人）の人件費

現地における販路開拓

資機材の調達コスト

原材料調達先の確保

その他

無回答

(%)
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H.人材の確保・育成により解決可能な社会貢献事業の実施に向けた課題 

・ 前問で課題としてあげられた事項のうち、人材の確保・育成により解決可能な課題

について聞いたところ、「現地で活動する管理職人材（現地人）の確保・育成」が

25.8％と最も多く、「現地 BOP 層・関係者への事業内容に関する普及啓発・広報」、

「現地で活動する管理職人材（日本人）の確保・育成」が 22.6％と続いている。 

 

図表 89 人材の確保・育成により解決可能な社会貢献事業の実施に向けた課題の内訳

（N=31；複数回答） 

 

25.8 

22.6 

22.6 

19.4 

19.4 

16.1 

16.1 

9.7 

9.7 

3.2 

3.2 

3.2 

3.2 

3.2 

3.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

9.7 

51.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

現地で活動する管理職人材（現地人）の確保・育成

現地BOP層・関係者への事業内容に関する普及啓発・広報

現地で活動する管理職人材（日本人）の確保・育成

現地で活動する現場スタッフ（現地人）の確保・育成

多様なステイクホルダーとのパートナーシップ構築

現地の開発課題に対する理解

現地の文化的背景に対する理解

現地で活動する現場スタッフ（日本人）の確保・育成

現地市場調査の実施に関するノウハウ

原材料調達先の確保

現地で活動する現場スタッフ（現地人）の人件費

現地における販路開拓

現地市場調査の実施にかかるコスト

資機材の調達先の確保

資金調達

原材料調達コスト

現地で活動する管理職人材（現地人）の人件費

現地で活動する管理職人材（日本人）の人件費

現地で活動する現場スタッフ（日本人）の人件費

資機材の調達コスト

その他

無回答

(%)
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I.課題解決のために期待する公的支援 

・ 社会貢献事業の継続的な実施に向けた課題解決のために期待する公的支援として

は、「外部組織との連携促進支援」が 83.9％と圧倒的に多くなっている。 

・ 次いで、「現地 JICA 事務所等、日本政府機関を通じた事業内容に関する普及啓発」

が 22.6％となっている。青年海外協力隊事業に関する支援については BOPビジネス

の場合と比べて上位にあげられないことがうかがえる。 

・ その他として、「現地政府・現地 JICAとの協働」があげられた。 

図表 90 課題解決のために期待する公的支援の内訳（N=31；複数回答） 

 

83.9 

22.6 

19.4 

16.1 

12.9 

9.7 

6.5 

9.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

外部組織との連携促進支援

現地JICA事務所等、日本政府機関

を通じた事業内容に関する普及啓発

ビジネスモデル構築に向けたF/S調査費用

青年海外協力隊員経験者とのマッチング支援

青年海外協力隊員（派遣期間中）の所

在地・活動内容の見える化・連携促進支援

現地JICA事務所等、日本政府機関による

当該地域に限定した企業向け国際理解教育

その他

無回答

(%)
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J.連携を期待する外部組織 

・ 社会貢献事業の実施にあたり連携を期待する外部組織については、「現地政府」が

57.7％と最も多く、「JICA」が 50.0％と続いている。 

・ その他として、「現地教育機関」、「業界団体」があげられた。 

図表 91 連携を期待する外部組織の内訳（N=26；複数回答） 

 

57.7 

50.0 

42.3 

42.3 

38.5 

34.6 

34.6 

30.8 

23.1 

19.2 

19.2 

19.2 

15.4 

0.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

現地政府

JICA

国連機関

国際協力NGO（日本）

国際協力NGO（海外）

日本政府機関（JICA除く）

現地NGO

現地企業

その他国際機関

その他二国間援助機関

他の日本企業

青年海外協力隊員

その他

特になし

無回答

(%)
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K.今後、社会貢献事業を実施したい地域 

・ 今後、社会貢献事業を実施したいと考えている地域については、「アジア」が 74.2％

と最も多く、「アフリカ」が 41.9％と続いている。 

図表 92 今後、社会貢献事業を実施したい地域の内訳（N=31；複数回答） 

 

74.2 

41.9 

25.8 

9.7 

6.5 

22.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

アジア

アフリカ

中南米

オセアニア

旧ソ連・東欧

無回答

(%)
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【開発途上国における社会貢献事業 未実施企業】 

L.社会貢献事業の今後の実施意向 

・ 社会貢献事業を実施していない企業に、社会貢献事業の今後の実施意向について聞

いたところ、20.0％は「社会貢献事業の実施意向がある」と回答している。 

図表 93 社会貢献事業の今後の実施意向の内訳（N=15） 

 
 

M.今後、社会貢献事業を実施したい地域 

・ 今後、社会貢献事業を実施したいと考えている地域については、「アジア」、「アフ

リカ」が 66.7％と最も多くなっている。 

図表 94 今後、社会貢献事業を実施したい地域の内訳（N=3；複数回答） 

 

社会貢献事

業の実施意

向がある

20.0%

社会貢献事

業の実施意

向はない

60.0%

無回答

20.0%

66.7 

66.7 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

アジア

アフリカ

中南米

オセアニア

旧ソ連・東欧

無回答

(%)
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N.社会貢献事業の実施に向けた課題 

・ 社会貢献事業の実施に向けた課題については、「現地で活動する管理職人材（現地

人）の確保・育成」、「現地で活動する現場スタッフ（現地人）の確保・育成」、「資

金調達」が 66.7％と最も多くなっている。 

・ 今後、社会貢献事業を開始したいと考えている企業では、「人材」というキーワー

ドが重要になることがみてとれる。 

・ その他として、「社内の意識向上」という点もあげられた。 

図表 95 社会貢献事業の実施に向けた課題の内訳（N=3；複数回答） 

 

66.7 

66.7 

66.7 

33.3 

33.3 

33.3 

33.3 

33.3 

33.3 

33.3 

33.3 

33.3 

33.3 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

現地で活動する管理職人材（現地人）の確保・育成

現地で活動する現場スタッフ（現地人）の確保・育成

資金調達

原材料調達コスト

現地BOP層・関係者への事業内容に関する普及啓発・広報

現地で活動する管理職人材（現地人）の人件費

現地で活動する管理職人材（日本人）の確保・育成

現地で活動する管理職人材（日本人）の人件費

現地で活動する現場スタッフ（現地人）の人件費

現地で活動する現場スタッフ（日本人）の確保・育成

現地で活動する現場スタッフ（日本人）の人件費

現地市場調査の実施にかかるコスト

資機材の調達コスト

多様なステイクホルダーとのパートナーシップ構築

原材料調達先の確保

現地における販路開拓

現地の開発課題に対する理解

現地の文化的背景に対する理解

現地市場調査の実施に関するノウハウ

資機材の調達先の確保

その他

無回答

(%)
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O.社会貢献事業に期待する効果 

・ 社会貢献事業の実施を通して期待する効果については、「開発課題の改善」が 100％

と最も多く、「将来的なビジネス展開のための顧客との関係性づくり」が 66.7％と

続いている。 

図表 96 社会貢献事業に期待する効果の内訳（N=3；複数回答） 

 
 

100.0 

66.7 

33.3 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

開発課題の改善

将来的なビジネス展開の

ための顧客との関係性づくり

企業イメージの向上

将来的なビジネス展開

のためのパートナー発掘

その他のネットワーク構築

その他

無回答

(%)
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３.２.２  社会貢献事業実施企業・未実施企業比較 

A.社会貢献事業の実施に向けた課題 

・ 開発途上国における社会貢献事業の実施に向けた課題について、社会貢献事業を実

施する企業では、「多様なステイクホルダーとのパートナーシップ構築」、「現地 BOP

層・関係者への事業内容に関する普及啓発・広報」、「現地で活動する現場スタッフ

（現地人）の確保・育成」、「現地の開発課題に対する理解」、「現地の文化的背景に

対する理解」等多様な課題が指摘されている。 

・ 一方、社会貢献事業未実施企業では、「現地人スタッフの確保・育成」、「資金調達」

というキーワードが重要になることがみてとれる。 
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図表 97 社会貢献事業の実施に向けた課題の内訳（社会貢献事業実施：N=31／未実

施：N＝3；複数回答） 

 

19.4 

22.6 

22.6 

0.0 

25.8 

0.0 

9.7 

0.0 

19.4 

3.2 

3.2 

0.0 

9.7 

3.2 

3.2 

3.2 

0.0 

3.2 

16.1 

16.1 

9.7 

51.6 

33.3 

33.3 

33.3 

33.3 

66.7 

33.3 

33.3 

33.3 

66.7 

33.3 

0.0 

33.3 

0.0 

33.3 

66.7 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

多様なステイクホルダーとのパートナーシップ構築

現地BOP層・関係者への事業内容に関する普及啓発・広報

現地で活動する管理職人材（日本人）の確保・育成

現地で活動する管理職人材（日本人）の人件費

現地で活動する管理職人材（現地人）の確保・育成

現地で活動する管理職人材（現地人）の人件費

現地で活動する現場スタッフ（日本人）の確保・育成

現地で活動する現場スタッフ（日本人）の人件費

現地で活動する現場スタッフ（現地人）の確保・育成

現地で活動する現場スタッフ（現地人）の人件費

資機材の調達先の確保

資機材の調達コスト

現地市場調査の実施に関するノウハウ

現地市場調査の実施にかかるコスト

資金調達

原材料調達先の確保

原材料調達コスト

現地における販路開拓

現地の開発課題に対する理解

現地の文化的背景に対する理解

その他

無回答

社会貢献事業

実施

社会貢献事業

未実施

(%)(%)
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B.今後、社会貢献事業を実施したい地域 

・ 今後、社会貢献事業を実施したい地域について、社会貢献事業を実施する企業では、

「アジア」が上位にあがっている。 

・ 一方、社会貢献事業未実施の企業では、「アジア」、「アフリカ」が上位にあげられ

ている。 

 

図表 98 今後、社会貢献事業を実施したい地域の内訳（社会貢献事業実施：N=31／未

実施：N=3；複数回答） 

 

 

74.2 

41.9 

25.8 

9.7 

6.5 

22.6 

66.7 

66.7 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

アジア

アフリカ

中南米

オセアニア

旧ソ連・東欧

無回答

社会貢献事業

実施

社会貢献事業

未実施

(%)(%)(%)(%)
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４．青年海外協力隊事業と開発途上国における企業によるBOPビジネス・社会

貢献事業との連携に関するアンケート調査結果―非営利団体編― 

 

４.１  調査結果概要 

４.１.１  団体概要について 

■ 設立年：「1980 年～1989 年」が 42.9％。 

■ 従業員数規模：「１～４人」、「10～19 人」が 28.6％。 

■ 活動地域：「アジア」が 85.7％。「アフリカ」が 35.7％、「中南米」が 28.6％。 

■ 取組分野（開発課題）：「教育」が 78.6％、「保健・医療」が 71.4％、「災害復興」が

64.3％、「職業訓練」、「農村・漁村開発」が 57.1％。 

４.１.２  開発途上国における企業によるBOPビジネス・社会貢献事業との連携について 

■ 企業との連携有無（実績）：「社会貢献事業にて現在連携」が 57.1％。「BOP ビジネス

にて現在・過去に連携」が２割強。 
【企業と連携している団体】 

■ 企業と連携実績のある活動地域：「アジア」が 84.6％。 

■ 企業と連携実績のある取組分野（開発課題）：「教育」、「保健・医療」が 30.8％。 

■ 企業との連携実績の内容：「現在、社会貢献事業と連携している」が 60.0％。 
【企業と連携していない団体】 

■ 企業と連携していない理由：「特に連携したいとは思っていない」が 66.7％。 

４.１.３  開発途上国における企業との連携意向について 

■ 企業による BOP ビジネスとの今後の連携意向：「連携したい」が 50.0％。 

■ 企業による社会貢献事業との今後の連携意向：「連携したい」が 50.0％。 

４.２  企業との連携に関する青年海外協力隊事業への期待について 

■ 企業との連携に関する青年海外協力隊事業への期待度：「あまり期待していない」が

64.3％。「大いに期待している」、「期待している」がそれぞれ 14.3％。 

■ 企業・青年海外協力隊事業との今後の３者連携意向：「特に３者連携したいとは思わ

ない」が 57.1％。「積極的に３者連携したい」、「３者連携したい」もそれぞれ 14.3％。 
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４.３  調査概要 

４.３.１  調査対象及び調査方法 

・ 調査対象・調査期間・調査方法は下記の通りである。 

A.調査対象 

 開発途上国における国際協力活動を実践している非営利団体のうち、企業と連

携した取組を実施していると思われる団体を、文献や Webサイトの情報をもと

に選定し、調査対象としている。 

 

B.調査期間 

 2012年２月 23日～３月９日 

 

C.調査方法 

 郵送調査法 

（郵送により調査票を発送。ただし、回収には郵送以外に FAX・Emailを利用） 

 

４.３.２  回収状況 

 アンケート調査票の回収状況は下記の通りである。 

発送数 回収数 うち無効票 有効回答数 有効回収率 

59 件 14 件 0 件 14 件 23.7％ 
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４.４  集計結果 

４.４.１  団体概要について 

A.設立年 

・ アンケートに回答した非営利団体（以下、「非営利団体」）の設立年については、「1980

年～1989年」という回答が 42.9％と最も多くなっている。 

・ 次いで、「1990～1999 年」、「2000年以降」という回答が 20％と強と続いている。 

図表 99 設立年の内訳（N=14） 

 

1979年

以前
14.3%

1980年～

1989年
42.9%

1990年～

1999年
21.4%

2000年

以降
21.4%

無回答

0.0%
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B.従業員数規模 

・ 非営利団体の従業員数規模については、「１～４人」、「10～19 人」という回答が

28.6％と最も多くなっている。 

図表 100 従業員数規模の内訳（N=14） 

 

C.活動地域 

・ 非営利団体の活動地域についてみると、「アジア」という回答が圧倒的に多く、

85.7％となっている。次いで、「アフリカ」が 35.7％、「中南米」が 28.6％を占め

ている。 

図表 101 活動地域の内訳（N=14；複数回答） 

 

1～4人

28.6%

5～9人

0.0%
10～19人

28.6%

20～99人

21.4%

100人

以上
14%

無回答

7.1%

85.7 

35.7 

28.6 

0.0 

0.0 

14.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

アジア

アフリカ

中南米

オセアニア

旧ソ連・東欧

無回答

(%)
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４.４.２  取組分野（開発課題） 

・ 非営利団体の取組分野（開発課題）についてみると、「教育」という回答が最も多

く、78.6％、次いで、「保健・医療」が 71.4％、「災害復興」が 64.3％、「職業訓練」、

「農村・漁村開発」が 57.1％となっている。 

図表 102 取組分野（開発課題）の内訳（N=14；複数回答） 

 
 

４.４.３  開発途上国における企業によるBOPビジネス・社会貢献事業との連携について 

A.企業との連携有無（実績） 

・ 開発途上国における企業による BOPビジネス・社会貢献事業との連携状況について

は、「企業による社会貢献事業において現在連携している」という回答が最も多く、

50.0％となっている。次いで、「（BOP ビジネス・社会貢献事業）どちらの連携実績

もない」が 42.9％となっている。 

・ 一方、「BOP ビジネスにおいて現在連携している」・「BOPビジネスにおいて過去に連

携したことがある」という回答も２割強みられ、企業によるビジネスと非営利団体

が連携する様子がうかがわれる結果となっている。 

78.6 

71.4 

64.3 

57.1 

57.1 

42.9 

35.7 

28.6 

7.1 

14.3 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

教育

保健・医療

災害復興

職業訓練

農村・漁村開発

ジェンダー・女性

平和構築

環境保全・保護

中小企業振興

その他

無回答

(%)
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図表 103 企業との連携有無（実績）の内訳（N=14；複数回答） 

 

 

【企業と連携している団体】 

B.企業と連携実績のある活動地域 

・ 開発途上国における企業による BOPビジネス・社会貢献事業との連携実績がある地

域については、「アジア」が圧倒的に多く、78.6％となっている。 

図表 104 企業と連携実績のある活動地域の内訳（N=14；複数回答）30

 

 

C.企業と連携実績のある取組分野（開発課題） 

・ 開発途上国における企業による BOPビジネス・社会貢献事業との連携実績がある取

組分野（開発課題）については、「教育」、「保健・医療」が 28.6％と最も多くなっ

ている。 

 

                                                        
30 回答企業数は８社。14 件の事例が回答された。 

50.0 

42.9 

28.6 

14.3 

7.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

企業による社会貢献事業に

おいて現在連携している

どちらの連携実績もない

企業による社会貢献事業に

おいて過去に連携したことがある

BOPビジネスにおいて

現在連携している

BOPビジネスにおいて

過去に連携したことがある

(%)

78.6 

14.3 

7.1 

0.0 

0.0 

7.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

アジア

アフリカ

中南米

オセアニア

旧ソ連・東欧

無回答

(%)
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図表 105 企業と連携実績のある取組分野（開発課題）の内訳（N=14；複数回答） 

 

D.企業との連携実績の内容 

・ 開発途上国における企業による BOPビジネス・社会貢献事業との連携実績の内容に

ついては、「現在、社会貢献事業と連携している」が 47.1％と最も多くなっている。 

図表 106 企業との連携実績の内容の内訳（N=14；複数回答） 

 

28.6 

28.6 

7.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

21.4 

14.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

教育

保健・医療

環境保全・保護

職業訓練

ジェンダー・女性

農村・漁村開発

中小企業振興

平和構築

災害復興

その他

無回答

(%)(%)

47.1 

29.4 

11.8 

5.9 

5.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

（現在）社会貢献業との連携

（過去）社会貢献事業との連携

（現在）BOPビジネスとの連携

（過去）BOPビジネスとの連携

無回答

(%)
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【企業と連携していない団体】 

E.企業と連携していない理由 

・ 企業との連携実績がない非営利団体について、その理由を聞いたところ、「特に連

携したいとは思っていない」が 66.7％と多くなっている。一方で、「連携したいと

思っているが現状はできていない」が 33.3％と続いている。 

図表 107 企業と連携していない理由の内訳（N=6） 

 

連携したい

と思ってい

るが現状で

はできてい

ない
33.3%

特に連携し

たいとは

思っていな

い

66.7%

無回答

0.0%
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４.４.４  開発途上国における企業との連携意向について 

A.企業によるBOPビジネスとの今後の連携意向 

・ 開発途上国における企業による BOP ビジネスとの今後の連携意向については、「連

携したい」という回答が 50.0％と最も多く、次いで、「特に連携したいとは思わな

い」という回答が 35.7％となっている。「非常に連携したい」という回答も 7.1％

みられた。 

図表 108 企業による BOP ビジネスとの今後の連携意向の内訳（N=14） 

 

非常に

連携

したい

7.1%

連携したい

50.0%

特に連携

したいとは

思わない

35.7%

無回答

7.1%
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B.企業による社会貢献事業との今後の連携意向 

・ 開発途上国における企業による社会貢献事業との今後の連携意向については、「連

携したい」が 50.0％と最も多く、次いで「非常に連携したい」が 21.4％となって

いる。 

図表 109 企業による社会貢献事業との今後の連携意向の内訳（N=14） 

 

非常に連携

したい
21.4%

連携したい

50.0%

特に連携

したいとは

思わない

14.3%

無回答

14.3%
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４.４.５  企業との連携に関する青年海外協力隊事業への期待について 

A.企業との連携に関する青年海外協力隊事業への期待度 

・ 開発途上国における企業による BOP ビジネス・社会貢献事業との連携にあたって、

青年海外協力隊事業への期待の大きさについて伺ったところ、「あまり期待してい

ない」という回答が 64.3％と最も多くなっている。一方で、「大いに期待している」、

「期待している」という回答もそれぞれ 14.3％みられた。 

図表 110 企業との連携に関する青年海外協力隊事業への期待度の内訳（N=14） 

 

大いに期待

している
14.3%

期待

している
14.3%

あまり期待

していない
64.3%

全く期待し

ていない
0.0% 無回答

7.1%
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B.企業・青年海外協力隊事業との今後の３者連携意向 

・ 開発途上国における企業による BOP ビジネス・社会貢献事業との連携にあたって、

青年海外協力隊事業との３者連携意向について伺ったところ、「特に３者連携した

いとは思わない」という回答が 57.1％と最も多くなっている。一方で、「積極的に

３者連携したい」、「３者連携したい」という回答もそれぞれ 14.3％みられた。 

図表 111 企業・青年海外協力隊事業との今後の３者連携意向の内訳（N=14） 

 

 

 

積極的に

３者連携

したい

14.3%
３者連携

したい
14.3%

特に３者連

携したいと

は思わない

57.1%

無回答

14.3%
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５．青年海外協力隊事業と開発途上国における企業によるBOPビジネス・社会

貢献事業との連携に関するアンケート調査票

５.１  企業編



297



298



299



300



301



302



303



304



305



306



307

５.２  非営利団体編



308



309



310



311
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６．青年海外協力隊事業に対する企業からの参考意見 

・ 開発途上国における企業によるBOPビジネスや社会貢献事業と青年海外協力隊隊員

との連携を促進するにあたって、企業側から青年海外協力隊事業の現行の枠組み自

体について見直しを求める意見が聞かれた。 

・ 下記の点はあくまでも企業等側からみた青年海外協力隊事業に関する視点・考え方

を列挙したものであり、参考情報として整理する。 

 

A.隊員のレベル分け（指標設定） 

 企業側から青年海外協力隊隊員の中には隊員の資質・能力により連携が難しい

者がいるという指摘もあり、対応策を検討する必要がある。 

 企業との連携を青年海外協力隊事務局（在外事務所）が促進することを想定し

た場合、企業が必要とする人材の判断を行うのに必要と思われる評価軸をいく

つか設けて、青年海外協力隊隊員のレベルを分けてはどうかという指摘がみら

れた。 

 これにより、一定の基準を満たす者については、青年海外協力隊事務局（在外

事務所）としても自信を持って連携を進めることができる環境を整えるという

考え方とのことである。 

 

B.活動目標設定と活動進捗状況の見直し 

 現在の青年海外協力隊事業は活動に関する目標設定や成果に対する評価の仕

組みが整備されていない。このような状況では企業から見て、隊員がどのよう

な活動を実施し、その結果、どのような成果を得たのか明確に認識することが

難しいという指摘もみられた。 

 そこで、隊員の活動について、派遣前訓練及び赴任直後に各人が活動に対する

目標設定を第三者がみてもわかるような形で実施すると共に、進捗管理も実施

し、これを前提として、定期的な見直し・軌道修整に関する支援を JICA在外

事務所が定期的に実施してはどうかという助言を得た。（たとえば、所長面談
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を派遣後１年後、帰国前の２回実施することを義務付け、面談後に目標設定の

見直し、修正を行う等） 

 また、派遣期間中、６か月に一度、企画調査員（ボランティア）等が隊員と面

談を行う際に、在外技術研修（開催型・参加型）について、各隊員に必要と考

えられる研修情報の提供や参加費用の負担手続きの補助を積極的に行うこと

についても可能性を問う声があった。 

 

C.派遣者数の削減と国内手当の増額 

 企業の立場からはできる限り有能な人材との連携が望まれている。 

 より有能な人材を青年海外協力隊事業に流入させるために、たとえば、派遣者

数を現状の半数に絞り込む一方で、国内手当を増額させるような対応を検討す

ることも必要であるという指摘がみられた。 

 

D.案件組成から隊員派遣までの期間縮小 

 企業活動のスピード感に即した派遣を行うことを想定した場合、要請ベースで

組成された案件について、実際に隊員が現地入りするまでの期間を短縮する必

要性も指摘されている。 

 特に、１年以上のタイムラグが発生する場合には、従来の枠組みでも様々な問

題が生じており、BOP ビジネス（企業）との連携については特に慎重な対応が

必要で、最も望まれるのは要請から派遣までの期間を１年以内と規定すること

という指摘もみられた。 

 

E.隊員に関するデータの整備 

 新卒・大卒別、社会人経験年数別等のカテゴリー等、企業が人材として隊員を

みる際に判断基準とするだろう指標についてデータを収集・加工し、データ

ベース化して管理する必要性が指摘されている。 

 このようなデータが本調査で検討しているような連携支援策（案）の中で、青



 314 

年海外協力隊事業に関する対企業向けのセミナーを実施する場合に活用され

れば、企業関係者もより具体的に隊員との連携をイメージすることができるだ

ろうとのことである。 

 

以上 
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